




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































み か んをか 、一つへ
、，
， 嘱ζ、ll
愉脚曲
払， 図7は「A：みかんを買う」について
図6の『み』のように各文字の1200～
600mseclの区間のERPを切り出して
列挙した例である。
??『? ’1軸一帰曇
図ぎ 咽
〆礎・曳＼・、〆贈蟻。「オ／咤》1蜘津．≧ン曳蜘“図7の青い太線（典型的波形）を見本として、想起文を推
定する次のようなアルゴリズムを考案した。
［想起文推定アルゴリズム］
雛灘灘灘髄蓋簾叢鐡、蕩燕卿顯数醸霧。
4‘2（！），，．，ゴ伽（∫）1綴職灘繍堕『
難舶鋤灘憲デ矯タ設
ρ距2（‘）．一，P㎞（ご）1
最も類似度が高かった見本の番号k
〆讐緩、！器一・㌻
馨 n4ザ（∫）瓢（ゴザ（ご）脇）／3ザ（201≦∫≦600）議
?? 鴬
i⑳＝
ηゴ’1（1＋200〉（1≦∫≦400）
ゆ（’甲200）（401≦1≦800）
鷺
＿一、．一．＿一＿葺．．庶＿，“『＿…豊．一
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ρ群穫叡嵐，．〆需一臨隔～
すなわち、データと見本を標準化し、それらを繋げて新しいデー
タとして、そのデータ間の相互相関係数で類似度を計算して判定
するものである。
〆 誰
〆蝶凱’
図8文A：｛みかんを買う｝想起時のERPの相闘係数の収束状態
この図はアルゴリズムで算出した相互相関係数を表示
したものである。1回目から10回の加算平均ERPの相関係
数を折れ線で結んである。すでに1回目からrみかんを買
う」が最大値となっており、加算回数の増加に伴い他との
差が大きくなっている。
葦・／〆 ■’幅〆駕’一醜 隔．中、〆幅椚糠…．ポ
”一〇一■嗣一
??????、???
この図は文A：｛みかんを買う｝を1回想起した場合のERP
についての相互相関係数の10回分の表示である。rみかん
を買う」が常に最大値ではない事が分かる。図8と図9の結
果は、正しい想起文を推定するには、少なくとも数回の加
算平均が必要であることを示している。
｛みかんを買う｝想起時の琳一ERPと見本との相関係数図9文A：
1’ ますロにぽじダロド・・幅・幅、、伊ン畦“ 勤加撫二■旧，瀞
図主Oは文G～Kについての90回の
加算平均波形である。
図11は図10を見本としたときの文
1：｛のどが潟いた｝を想起したときの
相互相関係数である。
．〆一一＝樹一嘱『誤篇〆・㌔』一㌦φ♂幅一幅。嚇結論
以上より次のように結論できる。
⑧縮織嚢鹸鱒灘麟繰鑛罰繊
第①の仮説は検証された。
②r文字と冊の対応関係は1対1である』
第②の仮脱については、想起文字によりERPは異なるが、
1対1対応が成立するかに関しては今後の課題である。
第③の仮脱については、今回のデータに関しては検証された。
再現性・個人差などに関しては今後の課題である。
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総合科目 情報への学際的接近教室内演習用課題（教案その17）
三菱自動車欠陥隠ぺい問題
2005年1月12日実施
（2004年12月16日作成）
NHKクローズアップ現代
「三菱欠陥車“隠ぺい”
課題その1
課題その2
課題その3
2004年6月16日放映
の構図」を見て次の課題に答えなさい。
三菱は欠陥を知りながらリコールをせずにヤミ改修を行なっ
てきましたが、そのような行動を三菱自動車にとらせた要因
（動機づけ要因）はどのようなことが考えられるでしょうか？
行政による検査をごまかす為のマニュアルを作成していたと
いうことから三菱自動車の人命尊重や車の安全性についてど
のような認識をしていた会社だと考がえられますか？
リコールの必要な欠陥隠ぺいが内部告発によって表面化しま
したが、企業のマイナス情報を匿名で企業外部に公表する社
員の行為は、正しいと評価できるでしょうか？また好ましい
でしょうか？考えてみてください。
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総合科目情報への学際的接近
教室内演習用課題
三菱自動車の欠陥隠ぺい問題lnstructionNote
2005年1月12日実施
白鴎大学
経営学部教授
柳川高行（2004年12月15、16日作成）
課題1欠陥を隠ぺいしリコールをせずにヤミ改修させた動機付け要因は
何かについての仮説
①社会的正当性を喪失した企業文化の存在一悪しき企業文化一
＠企業の望ましいあり方や社員の望ましい行動と評価される
行動と、すべきではないことつまりshouldとshould－notの
体系についての企業の倫理観をcolporateculture（企業文
化）と呼ぶ。・⑤三菱の社員に与えられた従うべき文章化されていない企業
文化は、企業イメージを下げる行為は望ましくない、だか
らリコールも好ましくない、そしてリコールを出した部署
のメンバーは出世できないというものであった。
◎この文化を主体的に作り直せるのはトップマネジメント
（経営者グループ）であるが、三菱自動車の歴代トップは、
誰一人この文化を変えようとはしなかった。（つまりトッ
プにまともな常識と倫理観の持ち主がいなかった。）
◎従業員は、このような文化に適合的な行動を取りリコール
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せずに隠ぺいすることに実質的に協力したのである。
②常識と倫理観を喪失した人がなぜ社長に選ばれるのか一二重
の経営者支配一
⑨日本の大企業の社長は次の社長を選ぶ権限をもっているの
はなぜか
⑦外国人株主からの乗っ取りを防ぐ為に日本企業は商法改
正による第三者割当増資方法と株式の相互交換により株
式の相互持ち合い（crossownership）を行い、法人株
主と委任状を背景に株主総会の経営者支配が成立してい
る。④経営者支配は、実質的に経営者が自らの使用人の中から
自分を選任し監査する取締役と監査役とを選任し、会社
の経営者支配を実現している。
⑤社長はなぜ常識と倫理観を喪失した人を次の社長に選ぶの
だろうか
⑦社長は自らの在職中の業績を批判したり否定したりする
人を選ぼうとは思わないだろう
⑦社長は退職後の自分を顧問や相談役として経済的にも企
業内地位の面においても大事にしてくれる人を後継者と
して選ぶだろう
⑰社長は次の後継者として自分を批判・否定しないという
意味で自己の常識と倫理観とパーソナリティー同型の人
問と、退職後の現社長に忠誠を尽くす人を選ぶこととな
り、結果として自分と同じような倫理観と行動観を有し
た人が次の社長となる可能性が大きくなるだろう
③一般の従業員（特に技術者・エンジニア）の人々は、なぜ人
命尊重の価値観が持てず、リコールするべきだと立ち上がれ
なかったのだろうか一voiceとexitできない一
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②一般従業員が会社に対して取れる行動は、異議申し立て
（voice）、辞職（exit）、言いなりになる（10yalty）の3つ
だと言われている。
⑤voiceとexit行動が取れず10yalty行動しか従業員が取れな
いのは、次の理由による。
⑦voiceができにくいのは、企業文化といった見えない暗
黙のルールを破ることが、掟破り（rulebusters）とし
て上司と仲間から制裁（negativesanction）を受けるこ
とは初期人問関係論の発見事実である。
④制裁の最上位に位置するのが辞職勧告であり、自ら辞職
することも含めてexitできないのは、次の4つの損失が
生じるからである
（i）転職マーケットが未成熟な為転職できず失業するの
ではないかという恐怖感と失業に伴なう経済的損失
（ii）運良く転職ができる場合でも通例下方移動と呼ばれ
る転職で収入が平均40％下がることから生じる経済
的損失（血）年功賃金製に伴なう若い時代の過小支払い分の受け
取りが不十分にしかできないことから生じる経済的
（iv）生え抜き登用慣行が通例見られる日本の企業社会に
於ける転職後の出世の遅れから生じる経済的損失
④一般の従業員は自らの経済的利益を考え、制裁を回避しよう
と考え、企業の見えないルールに従い自らの良心と倫理観を
眠らせてしまうのである。一経済的損益と制裁回避行動一
＠バーナードの言う無差別圏（indifferencezone）、サイモン
の言う受容圏（acceptancearea）は、三菱自動車の役員、
一般従業員、エンジニア達の心の中に共通に存在し、彼ら
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は物言わぬ従業員（silentemployee）と化すのであろう。
⑤物言わぬ従業員を生み出す企業側・職場の要因は、発言と
退出を抑制する複合的要因であり、それらは発言を抑制さ
一せる企業文化と制裁の存在と、退出を抑制させる経済的不
利益の存在である。
⑤発言し退出できる従業員一発言と退出を可能にするもの
一voicingandexitingemployee一はいかにして可能だろうか
⑨発言し制裁を受け退出しても経済的不利益を生じさせない
ものは、即座に同等の雇用条件の下で再就職が可能となる
転職能力である。
⑤転職能力の実態は、marketableandportableski11と5つの
性格特性である。
課題2検査ごまかしマニュアル作成の根底にある考え方
①人命を尊重し、安全性を確保した車を造るという作為責任（実行責任）
と欠陥を修正する為のリコールを行わなかったという不作為責任（改
修責任の不実行）ゐ双方からなる無責任さ（inresponsibility）が根底
にある。
②作為責任をごまかすマニュアルを作り、訓練までしているというとこ
ろに倫理観の欠如（unethicalness）が根底にある。
③責任感、倫理観、良心を喪失した会社である。
課題3内部告発の正当性と好ましさ
①内部告発の正当性は私益を超える公益が存在していることから生じる。
職務上知り得た極秘情報を人命を救うという公共の利益にかない、そ
れが社員の利益・企業の利益という私益よりも優先すべきだという判
総合科目r情報への学際的接近」カリキュラムデザイン
断の下に内部告発する場合には、その内部告発者に正当性が与えられ
る。
②外部への内部告発の前に企業内内部告発が行なわれ、従業員の雇用が
守られるよう企業の自己修正活動の機会が提供されるべきである。
③企業内内部告発制度のモデル案
匿名の告発者→顧問弁護士・社外取締役→事実確認→取締役会にかけ
る→告発者へのフィードバック→不作為の場合→外部への告発
匿名の告発者の保護
従業員と会社、顧問弁護士、社外取締役の間に内部告発契約書（仮称）
を締結し、告発者の秘匿義務と、万が一告発者の氏名が明らかになっ
て会社は制裁措置を取らないことを予めルール化し、それによってガ
バナンスの潜在的欠陥を防止するシステムとする。
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総合科目情報への学際的接近（教案その18）
マニー株式会社取締役会提出レポート
コーポレート・ガバナンスに於ける内部告発制度の必要性と可能性
2004年5月29日非常勤監査役
（白鴎大学経営学部教授）
（2004年5月22，23，24，27，28日作成）
1．なぜ株式会社でコーポレート・ガバナンスが問題になるのか
1－1．個人会社、合名会社、合資会社ではなぜコーポレート・ガバナン
スは問題とならないのか
一出資者の直接経営と無限責任社員一
①個人会社→合名会社→合名会社への発展は利潤動機に基づく
成長動機に導かれて、企業規模の拡大を目指す時に、r出資
額の限界」を出資者の複数化（個人→合名）と、有限責任社
員の部分的導入（合名→合資）により克服する仕組みへの発
展として把握することができるだろう。
②個人・合名・合資の全てには、直接経営に当たる無限責任社
員が存在していたので、「出資者と経営者の利害の対立」と
いう問題も、r出資者以外の人々や社会のリスク負担問題」
もなかったので、経営者に企業的・社会的に正当な経営行動
を規律付けるという意味合いでのガバナンスは問題化しなかっ
たと言って良い。
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1－2．株式会社ではなぜコーポレート・ガバナンスが問題となるのか
1－2－1．株式会社の社会的必要性
①利潤動機に基づく成長動機に導かれてより一層企業規模の拡大を目指
して「出資者の限界」を克服するためにより多くの出資者が必要となっ
てきた
②産業革命による動力革傘と生産手段が道具から機械へと移行する生産
手段革命により、経済効率の高い生産様式は機械を生産手段とする工
場制大工業となり、企業規模の拡大は、企業者の内発的動機であるこ
とよりも、社会的・技術的に動機付けられ、より多くの資本調達が必
要になった。
③機械体系を生産手段とする大規模な工場制大工業の全体を管理する経
営者職能はr複雑化・高度化」する為に、「高い専門的能力」を有す
る専門経営者が必要とされるようになった
1－2－2．株式会社の特質
①より多くの資本調達を可能にするための3つの仕組み
a）少額のr株式証券」を出資者（株主）に購入してもらい、零細大
衆株主の資本を集めることを可能にした
b）零細大衆株主に出資してもらう為にr全出資者（株社員）有限責
任制」を制度化した
c）零細大衆株主の企業からの随時の退出（exit）を可能にし、彼ら
のリスク回避行動を可能とする為の株式市場の形成と運営が社会
的に制度化された
②より多くの資本調達を可能にする仕組みに伴なう株式会社の特質
一会社の機関の必要性一
a）r株式分散の高度化」（株主の量的拡大と地理的分散）した大規模
株式会社では、株主全員の意志をまとめて経営に当たることは物
理的に不可能であることと、工場制大工業の経営管理職能の高度
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化・・複雑化とにより最高経営職能を付託するr代理人（agent）」
である経営者（topmanagement）を「本人（principa1）」である
株主全体が最高意志決定機関としてのr株主総会」で任命する。
b）株主総会で株主の代理人として任命される受託経営者層としては
アメリカはr取締役会（boardofdirectors）」の一層制、日本は
r取締役会」とr監査役会（boardofauditors）」の二層制、ド
イツは上位のr監査役会（Aufsichtsrat）」と、執行役員のr取
締役会（Vorstand）」の二層制である。
2．コーポレート・ガバナンスの必要性とガバナンス主体の多様な役割
2－1．株主一代理人関係に於けるガバナンスの必要性とガバナンス主体
の役割（以下に於いては日本の大規模株式会社を中心に議論する）
2－1－1．株主一代理人関係に於けるガバナンスの必要性
株主数の圧倒的多数と、経営に参画を希望しない無機能資本
家の割合の増大という株主の要因と、企業の最高経営職能の
高度化と複雑化に伴なう専門能力の必要性の2つの要因から
株主は自らの代理人として取締役会を任命せざるをえず、株
主による、取締役が株主の利益を最優先しているかどうかを
監査するガバナンスが必要となった。
2－1－2．代理人一代理人関係に於けるガバナンスの必要性
①会社の機関の代理人の必要性
商法上に規定された会社の機関は、最大年数回開催される総会と役員
会であるので、自己の活動を意志決定に限定せざるをえない。企業運
営に毎日当たる会社の機関の代理人が必要となる。
それがアメリカでは「執行職員（o丘icers）」と「従業員（employee）」
と呼ばれ、日本では、使用人あるいはr社員」と呼ばれる。
②株主の代理人である取締役会は、自己の企業組織上の代理人である社
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長・会長を頂点とする執行職員が株主の利益を最優先して経営に当た
るかどうかを監視する機能を担わなければならない。
③株主のもう一方の代理人である監査役会は、執行職員の監視とともに、
取締役会を監視することも自己の任務となっている。
④会社の機関と代理人の未分化
一日本の使用人兼務取締役の二重人格一
a）日本の企業人事と取締役選任の慣行は、社内取締役（内部取締役）
（insidedirectors）が圧倒的多数にのぼり、執行職員を監視する
取締役と執行職員が人格的に未分化であることである。
b）取締役人格と使用人人格が同一人内部で未分化であるという意味
での二重構造は、取締役と使用人間の情報の非対称性を小さくし、
取締役が現場情報に精進するという利点を有し、情報の共有と意
志決定の迅速化に寄与するものであったが、他方に於いて取締役
会による執行職員の監視というガバナンス機能の十分な発揮を妨
げてきたことも否定できない事実である。
つまり、取締役人格と使用人人格の二重構造は使用人の実行責任
（responsibility）と説明責任（accountabi［ity）を問いつめること
を実際行動として行なわない慣行を生み出してきたと言って良い
だろう。
c）商法改正による委員会等設置会社の目的のひとつは、ガバナンス
主体と被ガバナンス主体の人格的分化を達してのガバナンス機能
の十全な発揮であると思われる。
2－1－3．企業一ステークホルダー関係に於けるガバナンスの必要性
2－1－3－1．ステークホルダーはなぜ重要なのか
株式会社の制度化（社会の必要不可欠な存在化）
近代は大企業としての大規模株式会社は次の4つの社会的責任により
その存続と成長とが社会的に必要不可欠となり、Goingconcem（継
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続事業体）化し、制度化したと言って良いであろう。
a）製品供給責任：生活者の効用を高めるために、消費者が個人的に
生産するのに比べはるかに安価良質な製品を継続
的に供給するという社会的責任
b）利益の獲得責任と配分責任
経営資源の拠出者に対する十分な対価の継続的提供責任
イ）自己資本を提供する株主への配当責任と株価の向上責任
ロ）他人資本を提供する債権者への利子支払責任と元本返済主義
ハ）労働力を提供する従業員への賃金支払責任と雇用維持責任
二）社会的共通資本を提供する国家、地方自治体への税金納入責
c）取引業者に対する継続的取引責任部品
メーカー、原材料供給メーカー、下請け、協力工場、営業代理者
等の取引相手とは、長期継続的取引関係が一般的であるから彼ら
に対する継続的取引責任が原則的に生じると言えよう。
2－1－3－2．商法規定を超えるガバナンスの機能と主体
①ステークホルダーの存在は、商法が規定し予想しているコーポレート・
ガバナンスの主体と機能とを経営実態的には、大きく拡大する必要性
を生じさせた。
一②ステークホルダ」とは、ある大規模会社と資源の取引関係にある相補
的資産（complementaryasset）の所有者であるが、日本のステーク
ホルダー関係の特質は、容易に契約解除をすることを相互ともに原則
予定しないr長期継続的取引関係（longtermconstanttransaction
relation）」
③自己の社会的存在の経済的根拠を特定の大規模株式会社との長期継続
的取引慣行に有しているステークホルダーは、自らの社会的存続を全
うするために、取引相手の大規模株式会社の経営者（社長・会長）の
一330一
総合科目「情報への学際的接近」カリキュラムデザイン
経営行動を監視し、自らの存続を可能ならしめることを必要とし、そ
の為の監視主体と監視方法とを社会的にデザインする必要がある。
2－2．商法に規定されたガバナンス機能と主体
2－2－1．法律上の会社の所有者としての株主
①株式会社の所有者は、名称でも明らかなように株主である。
②株主による自己資本と企業の長期利潤獲得能力を担保として他人資本
調達が行なわれるのであるが故に債務者資本によるガバナンスを商法
は規定していない。
2－2－2．株主のためのガバナンスとガバナンス主体
日本の大規模株式会社では、株主のためのガバナンス主体として、内部
ガバナンス主体としての会社の機関である取締役会と監査役会の設置と運
営とを商法により要請されている。また企業による公正な財務諸表の作成
を株主保護の立場から外部からガバナンスすることを商法ならびに証券取
引法により要請されているのが公認会計士（監査法人）である。
2－2－3．取締役会、監査役会という内部ガバナンス主体による経営者
行動の監視とその限界
①日本の商法は、大規模株式会社に対しては、株主の代理人としての取
締役会と監査役会の設置を義務づけて、この2つのガバナンス主体に
より、経営者行動の監視を義務付けている。
②この2つの内部ガバナンス主体に対する慣習的任命権は、経営者が握っ
ているというr経営者主権」の存在と、取締役の殆んどが使用人兼務
取締役であるという「経営実態」の両面から取締役会による経営者ガ
バナンスは実質的に無機能化せざるをえない。
③もう一方の内部ガバナンス主体としての監査役会もメンバーの慣習的
人事権を経営者が掌握していることと、経営者のみならず取締役との
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間にも企業情報についての情報の非対称性が大きく、また自己の手足
となって動く監査担当従業員が少ないことと、各事業部門の責任者へ
の情報アクセス可能性の困難さという経営情報へのアクセス可能性の
限界との2つの理由により経営者に対するガバナンスが実質的に無機
能化していることが多いと考えられる。
2－2－4．非常勤取締役と非常勤監査役の役割期待と限界
①企業からの経済的自立によるガバナンス機能の発揮可能性
非常勤という立場から、他に主たる職業を有していることが通例であ
るから、自己の非常勤勤務先への経済的依存度は相対的に小さいから、
地位保全欲求は常勤者に比べ一般的に小さいと考えられるので、ガバ
ナンス機能の十分な発揮の機会は、常勤役員よりも通例大きいと言え
るだろう。
②経営者からの心理的自立によるガバナンス機能発揮の必要性
非常勤役員は、ガバナンス活動義務を経営者との良好な人間関係より
も優先し、経営者にとり耳の痛いことを発言することができる場合に
初めてガバナンス機能の十分な発揮が可能となるが、そのような人材
の人選権もまた現経営陣に掌握されているが故に、経営者の度量の広
さに非常勤役員のガバナンス機能発揮の可能性は決定的に依存せざる
をえない。
③企業情報への十分なアクセスビリティーの保証によるガバナンス機能
発揮の可能性
非常勤取締役と非常勤監査役に経営情報の十全な開示を経営者が行な
うことが、彼ら・彼女らの十全なガバナンス機能発揮には不可欠であ
るが、これは経営者の裁量に大きく委ねられており、非常勤役員の意
欲と能力と努力とではコントロールが難しい部分であると言わざるを
えない。
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2－2－5．ethicalleaderの企業的必要1生
非常勤役員によるガバナンス機能の十全な発揮は、ガバナンス機能の十
分発揮できる人物の経営者による選定と情報環境整備とに大きく依存して
いるが、決定的に重要なことは、非常勤役員の公平かつ適切な助言を経営
に生かそうとする経営者のアドバイス受容の態度である。最近の三菱自動
車の不祥事は、内部での欠陥車情報が経営陣に上げられていながら、経営
陣がその情報を握り潰したことから生じていることからも、negativeな情
報の開示に加え、経営陣の倫理観の有無が決定的に重要であることが明ら
かだと言えるだろう。
2－3．商法を超えたガバナンス機能と主体
2－3－1．株主以外の全ステークホルダーへのガバナンス権限配分の必
2－2．で述べたように日本の大規模株式会社は社会的制度として長期的
存続を企図しているとともに、日本に企業とステークホルダーとの間の
長期継続的取引慣行が存在しているが故に、経営を危機に瀕させることな
く、その存続と成長とは、ステークホルダーの存続にとり、決定的な重要
性を有していると言わねばならない。株主以外の各ステークホルダーは自
らの利益を守るために、取引相手の大規模株式会社へのガバナンス権限を
保有するとともに、その適切な機能発揮とを必要不可欠としていると言え
るだろう。
2－3－2．最大のリスク負担者は債権者・国民と従業員である
①既に述べた通り、株式会社の基本的特質のひとつは、全出資者の有限
責任制であり、出資者は出資金を限度とするリスク負担をすることに
責任の範囲は限定されるとともに、株主保護の観点からその利害を守
る仕組みが法制度によって準備されている。さらに株主は、株式を証
券市場で売却することにより極めて容易に当該企業から退出（exit）
することができる。
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②これに対し、大規模株式会社は、自己資本よりはるかに多くの他人資
本を経営資源として利用しているのが通例である。多くの取引先に債
務を有していることも一般的である。従って当該企業が倒産した場合、
法的整備に於いても、産業再生機構を利用するにしろ、また銀行救済
に於いても債権カットと公的資金（税金）投入がなされ、企業再生が
行なわれない場合は、労働者の債権を含め全債権が紙クズとなってし
まう。従って、現代の大規模株式会社の最大のリスク負担者は債権者
と国民であると言って良いだろう。
以上の論述から導けることは、大きなリスクを負担している国民と債
権者に対してもガバナンス権限を与えることが論理的には必然である
ということである。
③日本企業の従業員は、これまで企業内教育による企業特殊熟練
（enterprisespecificskiiI）を身に着けることが一般的であったこと
と、年功賃金制という後払い賃金制のもとで事実上の出資行動を行なっ
ていたことと、生え抜き登用慣行の存在により、途中で退職し、転職
することが不利な故に、所属企業に固着し、運命を共にする強い傾向
があった。このことに終身雇用慣行の存在と転職市場の著しい未発達
とが、従業員の当該企業への固着を促進強化したと言える。従来日本
の大企業は、最大リスク負担者である従業員の雇用維持を重要な企業
目標のひとつとして掲げ、従業員の利益を守ってきたと言って良い。
以上の論述から導けることは、最大のリスク負担者の従業員に対して
もガバナンス権限が当然与えられるべきであるという事実である。
2－3－2－1．監査役会への社会的役割期待
前節で述べたように、商法と証券取引法ではステークホルダーの中の株
主の権利の擁護の為のガバナンス機構と運営のみが、制度設計されている
に過ぎないが、日本の商法が株主の代理人として取締役会のみならず、監
査役会をも準備していることには、隠された大きな意味があると私は考え
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ている。株主の権利を擁護する代理人としての取締役会は一元的ガバナン
スであるのに対し、監査役会は、株主に加え、債権者、国民、従業員、そ
の他のステークホルダー全員の利害を守るという多元的ガバナンスを自ら
の企業的t社会的役割としていると言えるだろう。そこに監査役会による
モニタリングと取締役のモニタリングとの大きな違いが存在しているのだ
と言って良いだろう。
2－3－2－2．全社員有限責任制に伴なう社会的リスクを極小化する為
のガバナンス責任の担い手としての公認会計士
実に多数のステークホルダーと取引を行なっており、自己資本額の数倍
（時には数10倍）もの債務を有している大規模株式会社は公認会計士によっ
て、positiveな意味に於いて納税額を含む配分可能な利益額を確定し、他
方に於いてnegativeな意味に於いて株主資本の保全と債権者資本の保全を
可能にする為に、財務諸表の正確性を担保することを法によって義務化さ
せられていた。
公認会計士は、株主の権利を擁護するとともに、全ての債権者と、最終的
リスク負担者の国民と、徴税機関の利益をも守る多元的ガバナンスを自己
の社会的役割としていると言って良いだろう。
2－3－2－3．メインバンクヘの社会的役割期待
①日本の家計が長い間貯蓄率が著しく高く、有価証券投資を余り選択し
てこなかったという日本の家計に特有な資産行動により株式や社債に
よる直接金融は日本では長い間企業金融の本流とはなりえず、その替
りに企業集団の形成やメインバンクと他の銀行団との協調融資という
間接金融優位であり、日本の大規模株式会社は、国際的に見て著しい
自己資本比率の低さと、他人資本に過剰に依存した経営を行なってき
ている。
②メインバンクは自己の債権を保全することを目的として融資先企業の
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経営者行動をモニタリングし、助言や勧告を行ない、経営危機に瀕し
た場合に企業救済にも乗り出すというガバナンス行動をこれまで取っ
てきたが、バブル経済後の金融機関の体力低下に伴ない、メインバン
クによるガバナンス行動は弱体化しつつあるのが現状であろう。
3．ステークホルダーとしての従業員のガバナンスの必要性と可能性
3－1．従業員のためのガバナンスの必要性
3－1－1．従業員のリスク負担は大変大きい
証券市場での株式売却行為により極めて容易に企業から退出（exit）で
きる株主に対しては、法制度は手厚い保護機構を用意している。それに対
し、企業特殊熟練、実質的出資行為、生え抜き登用慣行により特定企業に
固着していた従業員は転職市場の未発達という労働市場要因もそれらに加
わり特定企業から退出することは株主に比べて著しく困難であるという意
味で株主より従業員の方が一般的に大きなリスクを背負っている。それに
加え、近年の雇用リストラの常態化とボーナス・賃金カットや年俸制への
移行等により、これまで以上のリスク負担を強いられることとなった。こ
の事実から従業員の利益を守る従業員のためのガバナンスの主体と活動と
が必要不可欠にならざるをえないだろう。その任務を引き受けるべきガバ
ナンス主体は労働組合が最適なものであることは論を待たないだろう。
3－1－2．労働組合のガバナンス機能の限界
従来労働組合は、賃上げ、福利厚生の充実等の労働者の経済的厚生の向
上をそのスローガンとし、組合組織の求心力としてきたと言って良い。ド
イツの労働組合のように、労使同権の思想により労働者の対等な経営参加
を実行してきた歴史はなく、高度化し複雑化した経営活動を適切にモニタ
リングし、経営者の経営判断の誤りや経営戦略の不適切さを自ら判断し、
企業が危機に陥入することを事前に予防し、それを以って従業員の雇用維
持と賃金保障とを日本の労働組合は果たすだけの組織能力をこれまで遂に
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蓄積してくることはなかったと推測できる。従って労働組合にはこれまで
も、従業員の権利を守るガバナンス機能の担い手としての役割を十分に果
たしてこなかったと言わざるを得ず、経営者側の温情的配慮により終身雇
用慣行と年功賃金制という制度により従業員によるガバナンスに対する代
替的に機能してきたと言って大きな誤りはないであろう。
3－2．従業員による代替的ガバナンスとしての内部告発
3－2－1。従業員の利益を誰が守るのか
バブル崩壊の前の日本企業に於いては、前述してきたように最大のリス
ク負担を強いられてきたのは従業員であったと言って良い。そこでは従業
員のr自発的退出」は著しく少なかったと言って良い。バブル崩壊後は企
業業績の悪化の中で、仕事能力が向上し成果を出せた従業員のみに高く報
いる成果給制度により、従業員の期待していたr賃金上昇」が実質的に部
分的に崩壊しているばかりでなく、期待していたr雇用維持」も保証され
ることなく雇用リストラが常態化してきて、かつての既得権益を従業員は
喪失しつつある。
3－2－2．権利としての内部告発
①雇用リストラとは、従業員に対して強制的に発動される「非自発的退
出」であるが、それとともに賃金やボーナスのカットも、本人の責任
に帰属する場合は止むを得ないが、経営者の無能力や無責任や不祥事
に伴なう企業業績の結果である場合には、従業員は自らの所得と雇用
とを守るために当てにすることの難しい労働組合の替りにガバナンス
機能を発揮する役割が与えられるべきである。
②内部告発とは、r職務上知りえた情報」であるとともに所属している企
業にとってのrマイナスなネガティブな情報」をr上司や企業の許可
を得ること無く」、r外部に匿名」にて公表することを一般的に指す言
葉である。
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③内部告発が許される条件は次の4つの条件が同時に成立している場合
だと言って良いであろう。
a）告発内容が、消費者や国民の生命や財産が危険にさらされること
を未然に防ぐ内容を有している場合
b）告発内容が、企業の経営者や従業員の違法行為を明らかにしてい
る場合c）取締役会、監査役会、公認会計士、メインバンク、労働組合、機
関投資家等のガバナンス主体が、適切な経営監視行動（モニタリ
ング）を行なわず、ガバナンス主体が揃って機能不全に陥いって
いることが明白な場合
d）内部告発者が、外部への内部告発以前に企業内で告発情報と同一
の情報を上司やガバナンス主体に伝えていること
④内部告発は当該企業を経営危機に落とし入れかねないr両刃の剣」、
r劇薬」の性格を有しているが故に、従業員の権利の行使ではあるが、
その権利行使の方法には、外部への公表以前に企業内部と外部に制度
化されているガバナンス主体による告発がなされ、それが適切な経営
行動へと結び付くような組織的工夫が必要であろう。
3－2－3．義務としての内部告発
最近の三菱自動車の欠陥車問題に見られるように人命の危険をもたらし
た欠陥情報が、技術者レベル、研究開発担当者の間ではほぼ共有されてお
り、経営者達もそして取締役会メンバーもそれを十分認知していた場合に
は、欠陥情報を知りえていた社内のミドルクラスの従業員には、消費者と
国民の生命を守る為に、内部告発をする義務が生じていたと言わざるをえ
ない。経営者行動の監視が適切に行なわれず、国民の生命が危機に瀕して
いた場合、企業内外のガバナンス主体への告発は不可決の行為であったと
言わざるをえない。
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3－3．内部告発を受けるガバナンス主体の実行責任と説明責任
①内部告発者の匿名性の保護
②内部告発者の情報の内容の正確さの吟味
③内部告発者の情報が正しい場合に、経営陣に伝達し、修正改善を要請
する
④経営陣が修正改善に応じない場合には、彼らの退陣を要求する
⑤内部告発を受理してからのガバナンス主体の行動を内部告発者に通知
する
（本学経営学部教授）
（本学法学部助教授）
（本学経営学部教授）
（本学法学部教授）
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